
令和６年８月公表分〔本庁（出先機関を含む）〕 （業務委託）

1 知事直轄
危機管理課

県庁衛星無線設備進
行波管（ＴＷＴ）修
繕業務

令 和 6 年 7 月 5 日
日本電気（株）岡山支店
岡山市北区下石井２－２－５

6,688,000

　県立図書館に整備している衛星通信装置は、日本電気（株）が納入
したものであり、この装置に使用している進行波管は、上記業者設計
仕様を定めて受注生産しているものである。
　また、衛星通信装置への進行波管は設置・試験調整は、特性等の技
術的条件を熟知した上記業者の技術者でなければ対応できないことか
ら、日本電気（株）は本修繕業務を実施できる唯一の業者である。

第 ２ 号

2 知事直轄
危機管理課

防災情報ネットワー
ク　基幹スイッチ予
備機整備

令 和 6 年 7 月 23 日
日本電気（株）岡山支店
岡山市北区下石井２－２－５

4,840,000

　ネットワークスイッチは、日本電気(株)が防災情報ネットワーク構
成機器として納入したものであり、防災情報ネットワークが、高度な
機能を発揮するため同社が独自に設計したスイッチ・コンフィグレー
ション（設定情報）が投入されている。
　これらの、機器整備にあたっては、防災情報ネットワーク上のすべ
てのシステム運用に影響を与えることが無いよう、機器設定及び試験
調整を実施する必要があることから、当該機器を納入し、システム構
成、スイッチ・コンフィグレーション等の技術的条件を熟知した日本
電気(株)でなければ、円滑かつ確実な実施が困難なことから、当該業
者が本業務を実施出来る唯一の業者である。

第 ２ 号

3 総合政策局
公聴広報課

令和6年度県政広報発
信事業業務

令 和 6 年 7 月 3 日
（株）ＲＳＫプロビジョン
岡山市北区内山下１－１－５

6,820,000

　本県の発信する情報を必要な人に届けることを目的に、マーケティ
ングの思考を取り入れながらデジタル広告の効果的な配信方法を探
り、全庁の取組につなげるためには、プロポーザル方式により技術提
案を受け、優れた提案を行った業者と契約することが最適であると認
められるため。

第 ２ 号

4 総務部
税務課

軽油引取税申告・納
入の電子化に伴う税
務システム改修業務

令 和 6 年 7 月 26 日
（株）日立製作所中国支社
広島県広島市中区袋町５－２
５

52,417,200
　本業務は、税務システムを広範囲にわたって改修する必要があり、
本システムの構築及び保守運用業務を実施している当該業者以外に履
行できる者はいない。

第 ２ 号

5 県民生活部
くらし安全安心課

特殊詐欺被害防止の
啓発に係る新聞広告
掲載業務

令 和 6 年 7 月 16 日
（株）山陽新聞社
岡山市北区柳町２－１－１

1,199,000
　県内最多の購買部数を有する新聞社であり、業務を最も効率的・効
果的に進められるため。

第 ２ 号

6 保健医療部
医療推進課

岡山県地域医療提供
体制データ分析チー
ム構築支援事業に係
る労働者派遣業務

令 和 6 年 7 月 18 日
（株）キャリアプランニング
岡山市北区本町６－３６

2,530/ｈ

　業者の選定にあたり技術提案プロポーザルを実施していたが応募が
なかった。８月から事業実施を予定しており、早急に事務局員を配置
する必要があるが、人材派遣は派遣開始まで一定の時間を要するもの
であり、再度公募を行った場合、事業開始までに事務局員を配置でき
ないため。

第 ５ 号
単価契約
2,815,890円

7 保健医療部
疾病感染症対策課

岡山県感染症対策
ネットワーク構築推
進事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（大）岡山大学
岡山市北区津島中１－１－１

2,862,860

　これまでの新型コロナ対応を踏まえ新興感染症を見据えた感染情報
の収集・分析・提供体制のあり方等について検討を行う、専門家ネッ
トワークを構築・運営していくために必要な専門的人材を有する県内
唯一の団体である。

第 ２ 号

8 保健医療部
疾病感染症対策課

専門家派遣体制整備
事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（大）岡山大学
岡山市北区津島中１－１－１

2,296,773

　令和２年度より岡山県クラスター対策班（OCIT）の事務局として専
門家派遣体制の整備・運用を行っており、業務を誠実・確実に遂行し
た実績がある。また、県内で指導的な役割を担う専門家を対象とした
研修等を行う上で必要な専門的人材を有する県内唯一の団体である。

第 ２ 号

№
契約の相手方の
名称及び所在地
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№
契約の相手方の
名称及び所在地
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法施行令
第１６７
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１項中の
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消費税の額を含む。

9 子ども･福祉部
障害福祉課

心身障害者扶養共済
システム脆弱性対応
に係る改修業務

令 和 6 年 7 月 22 日

（株）ＮＴＴデータ中国岡山
支店
岡山市北区表町１－５－１
岡山シンフォニービル１０階

1,452,000

　株式会社ＮＴＴデータ中国は、現在稼働中の心身障害者扶養共済シ
ステム（平成25年度導入）の開発元であるため、当該システムの仕様
を熟知していることから、システムの緊急障害や改良等に迅速かつ適
正に対応することができる。また、同社は当該システムに著作権を有
しており、他社による代替はシステムの性格上、不可能であるため。

第 ２ 号

10 子ども・福祉部
子ども未来課

令和６年度岡山県保
育士等キャリアアッ
プ研修事業

令 和 6 年 7 月 1 日
（一財）保健福祉振興財団
東京都千代田区紀尾井町３－
１２

15,739,000

　本研修は、保育現場において多様な課題への対応や若手の指導等を
行うリーダー的職員に対して、専門性の向上を図るため実施するもの
であり、受講生の利便性を勘案し、集合研修及びｅラーニングの２つ
の実施形態で実施することとする。
そのため、保育士または保育士を目指す者を対象とした保育に関する
講義・研修等に対する事業を、ｅラーニングを含む手法により実施し
た実績を持ち、応募資格を有する者から広く企画提案を募集し、本事
業に一番適した提案を選択することが適当であることから、公募型プ
ロポーザル方式による契約を行うものであり、契約の性質又は目的が
競争入札に適さない。

第 ２ 号

11 子ども・福祉部
子ども未来課

保育施設のＩＣＴ化
に係る個別実地相談
指導業務

令 和 6 年 7 月 9 日

パーソルワークスイッチコン
サルティング（株）
東京都千代田区大手町２－１
－１大手町野村ビル１０階

4,123,240

　本業務は、各保育現場においてＩＣＴ化の取組を着実に進めること
ができるよう、支援先のニーズに応じた個別実地相談指導を行い、保
育士等の業務負担軽減に取り組む市町村又は保育施設を支援するもの
である。
　このため、国又は地方公共団体でＩＣＴ化の取組支援を受託した実
績を持ち、応募資格を有する者から広く企画提案を募集し、応募の
あった企画提案について選定委員会を開催し、本事業の目的に最も適
した者と契約するものであり、契約の性質又は目的が競争入札に適さ
ない。

第 ２ 号

12 子ども・福祉部
子ども未来課

おかやま縁むすび
ネットにおける令和
６年度システム改修
業務

令 和 6 年 7 月 12 日
（株）愛媛電算
愛媛県松山市大手町１－１１
－７

7,799,550
　「おかやま縁むすびネット」の開発元であり、当該システムの改修
等に迅速かつ適正に対応することができるのは（株）愛媛電算だけで
あることから、契約の性質、目的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

13 子ども・福祉部
長寿社会課

令和６年度介護職員
処遇改善支援補助金
等における事務処理
補助業務

令 和 6 年 7 月 31 日
（株）グロップ
岡山市中区穝東町２－２－５

1,538/ｈ

　当該事業は、国の「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（令和
５年１１月２日閣議決定）に基づき、令和６年２月から５月までの
間、介護サービス・障害福祉サービスを提供する介護施設・障害福祉
施設等の職員に対して２％程度の賃金改善を行う事業所等に対し、当
該賃金改善を行うために必要な費用を補助する事業であり、介護施
設・障害福祉施設等へ迅速な補助金等の支給が求められ、概算払いに
より事務を行っている。
　また、県内の大多数の介護施設・障害福祉施設等が補助事業の対象
のため、業務量が膨大であり、現行の人員体制では業務の遂行が困難
であることから、株式会社グロップからの労働者の派遣により、人員
を増強し交付に関連する業務を実施してきたが、引き続き計画書・申
請書・実績報告書の審査に係る事務等を行う必要がある。そのために
は、これまで支給事務に携わり、業務履行上の経験、知識などの蓄積
がある者に業務を行わせることが最も効率的で合理的である。以上に
より、これまで概算払いを行った県内の大多数の介護施設・障害福祉
施設等に対し、迅速に交付業務に関連する精算事務等を実施する必要
があるため、特命随意契約により、労働者派遣契約を締結する。

第 ２ 号
単価契約
4,405,447円
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№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

14
産業労働部
マーケティング推進
室

物価高に負けていら
れない！おかやま県
産品販売促進等業務

令 和 6 年 7 月 5 日
（公社）岡山県観光連盟
岡山市北区表町１－５－１

92,360,015

  本業務は、（公社）岡山県観光連盟が運営する「晴れの国おかやま
館」のオンラインショップはもとより、本オンラインショップを活用
した特設サイトを大手ＥＣモール内に開設し、ＷＥＢ物産展を開催す
ることによる需要喚起を通じて物価高ショックを和らげるとともに、
「晴れの国おかやま館」の店舗において観光客等による県産品購入の
消費喚起を通じ、県産品の販売促進を図ることを目的として実施する
ものであり、契約の性質及び目的が競争入札に適さない。

第 ２ 号
経営状況等の概況
（県外郭団体）

15 産業労働部
産業振興課

テクノサポート岡
山・岡山県工業技術
センターおかやまＷ
ｉ－Ｆｉ機器更改業
務

令 和 6 年 7 月 24 日

エヌ・ティ・ティ・メディア
サプライ（株）
大阪府大阪市都島区東野田町
４－１５－８２

1,936,880

　本業務に必要な機器等の運用、保守を効率的・安定的に実施できる
のは、平成２９年度に実施した岡山県公衆無線ＬＡＮ環境推進業務の
総合評価一般競争入札において選定し、これまで運用、保守を行って
きたエヌ・ティ・ティ・メディアサプライ（株）のみであり、契約の
性質又は目的が競争入札に適しないため。

第 ２ 号

16 産業労働部
経営支援課

エネルギー効率化・
新事業展開等による
生産性向上支援事業
（第５期）委託業務

令 和 6 年 7 月 3 日
（公財）岡山県産業振興財団
岡山市北区芳賀５３０１

30,654,333

　本事業は、県内中小企業の生産性向上による稼ぐ力の強化を図るも
のであり、経営や産業技術に関する専門知識、県内全域の中小企業へ
の深い理解が求められる。（公財）岡山県産業振興財団は、県内全域
で中小企業を支援している中核的・総合的産業支援機関であり、経営
や産業の専門知識を有する人材が多く在籍していること、また第１期
から第４期まで実施した同内容の事業の受託事業者であり、事業目的
等を熟知し、ノウハウも備えていることから、本業務を円滑かつ誠実
に実施できるのは当団体のみである。以上の理由から、事業者が特定
され、経営の性質及び目的が競争入札に適さない。

第 ２ 号
経営状況等の概況
（県外郭団体）

17 産業労働部
観光課

岡山県インバウンド
向けパンフレット制
作

令 和 6 年 7 月 31 日

（株）ＪＲ西日本コミュニ
ケーションズ岡山支社
岡山市北区駅前町２－５－２
４

4,147,000

　本業務は、岡山県の重点市場の各言語に対応するパンフレットを製
作するものであるが、一貫したＰＲを行うため、令和５年度に製作し
た英語版・繁体字版を基に翻訳してデザイン等を統一する必要があ
る。本パンフレットを製作した（株）ＪＲ西日本コミュニケーション
ズは、画像やイラストの元データを保有しており、当該業者と契約す
ることが効果的かつ効率的であることから、契約の性質又は目的が競
争入札に適しないため。

第 ２ 号

18 農林水産部
耕地課

基幹水利施設カルテ
システム開発等業務

令 和 6 年 7 月 17 日
（株）両備システムズ
岡山市南区豊成２－７－１６

8,833,000

　本業務は、「一元管理システム」を活用した、新たな付加機能を有
するシステム開発を目的としている。
　開発に際しては、一元管理システムに登録・蓄積された施設データ
の使用や、開発業者独自のアプリとの連携・調整が必要となるため、
万が一、不具合が生じた場合には、システム全体に著しく支障を来す
だけでなく、契約不適合責任の範囲が不明確となるおそれがある。
　そのため、令和５年度にプロポーザルにより実施した「基幹水利施
設カルテシステム開発等業務」の落札業者である左記業者以外の業者
に当該システムを使用することは困難であり、契約の性質又は目的が
競争入札に適さないため。

第 ２ 号

19 農林水産部
林政課

令和６年度森林クラ
ウド機能改良業務

令 和 6 年 7 月 17 日
応用地質（株）岡山営業所
岡山市北区桑田町１８－２１

14,421,000

　本業務は、既存システムである岡山県森林クラウドへの新たな機能
の追加及び既に登載されている各種機能を改良する業務であり、本県
の仕様に沿うよう協議を重ね、システム要件を定めて当該システムを
開発した応用地質株式会社岡山営業所が、プログラムの著作権を所有
しているため、同社以外の業者が当該システムを使用することは困難
であり、契約の性質又は目的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

3

https://www.pref.okayama.jp/page/483487.html
https://www.pref.okayama.jp/page/483487.html
https://www.pref.okayama.jp/page/483487.html
https://www.pref.okayama.jp/page/483487.html


№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

20 農林水産部
治山課

令和６年度山地災害
危険地区再調査業務

令 和 6 年 7 月 1 日
応用地質（株）岡山営業所
岡山市北区桑田町１８－２１

19,998,000

　本業務は既存の情報処理システムと密接不可分な関係にあるシステ
ムの改良・保守を行うものであり、契約不適合責任の範囲が不明確と
なるため、既存のシステム設計業者と契約する。
　また、既存の情報システムは、当該業者がプログラムの著作権の一
部を所有しているため、当該業者以外の者が当該システムを使用する
ことは困難であり、契約の性質又は目的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

21 土木部
道路建設課

岡山県橋梁管理シス
テム改修業務

令 和 6 年 7 月 10 日
中電技術コンサルタント
（株）岡山支社
岡山市北区桑田町１８－２１

8,140,000

　本業務は、平成２０年度に開発した岡山県橋梁管理システム（以
下、システム）を改修する業務である。本システムは上記業者が独自
に開発したシステムであり、システムの改修は、既存システムと密接
に関係していることから、改修後においてもシステムの運用に支障を
与えることなく、かつ保守責任の範囲を明確にする必要があるため、
開発した業者以外が改修することは困難である。
　以上の理由から、本業務を円滑かつ確実に履行できる者は他におら
ず、契約の性質又は目的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

22 土木部都市局
住宅課

令和６年度住宅管理
システム脆弱性対応
業務

令 和 6 年 6 月 13 日

（株）ＮＴＴデータ中国岡山
支店
岡山市北区表町１－５－１岡
山シンフォニービル１０階

1,270,500
　委託業務を適切に実施するには、「住宅管理システム」の内容に精
通している必要があり、その契約の性質又は目的から同システムを開
発した業者に委託する必要があるため。
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